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1. 農林水産省九州農政局について



1
スマートフォンからでも！

こちらから →

熊本市西区春日２丁目10-1
熊本地方合同庁舎Ａ棟

https://www.maff.go.jp/kyusyu/

九州農政局の所在地

33

JR熊本駅から徒歩５分

熊本桜町バスターミナルからバ
スで10分

九州農政局のホームページ



農林水産省のビジョンステートメント

4

いのち



国の行政機関の組織図

▼国の行政機関は、１府１３省庁に分かれ、政策分野は様々となっています。各官庁は連携
を図りながら、日々国民の皆さまへ｢安心｣した生活を守るべく公務に尽力しています。皆
さんはいくつご存じですか?

１３省庁１府
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農林水産省が担う政策分野

農林水産省が担う政策分野
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▼農林水産省は、「食」を中心に、産業政策、地域振興、インフラ、文化、外交等の幅広い
政策分野を総合的に担うため、「総合政策官庁」と呼ばれています。
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農林水産省は、本省（約５千人）と全国の各地方ブロック機関（約１万５千人）で構成され、総定員数
は約２万人です。

農林水産省の組織①

（主な機関）
・本省…農林水産政策の企画立案を担当します。
・地方農政局…農業政策の実施を担当します。
・森林管理局…国有林野の管理を担当します。
・漁業調整事務所…外国漁船等の指導取締りを担当します
・植物防疫所…植物の輸出入検疫等を担当します。
・動物検疫所…動物の輸出入検疫等を担当します。
・動物医薬品検査所…動物用医薬品の品質管理等を担当します。

北海道農政事務所（北海道札幌市）

東北農政局（宮城県仙台市）

関東農政局（埼玉県さいたま市）
本省（東京都千代田区霞が関）

北陸農政局
（石川県金沢市）

東海農政局（愛知県名古屋市）

近畿農政局（京都府京都市）

中国四国農政局（岡山県岡山市）

九州農政局（熊本県熊本市）

東北森林管理局（秋田県秋田市）

関東森林管理局（群馬県前橋市）

中部森林管理局
（⾧野県⾧野市）

北海道森林管理局（北海道札幌市）

近畿中国森林管理局（大阪府大阪市）

四国森林管理局
（高知県高知市）

九州森林管理局（熊本県熊本市）

横浜植物防疫所（神奈川県横浜市）

名古屋植物防疫所（愛知県名古屋市）

神戸植物防疫所（兵庫県神戸市）

動物検疫所（神奈川県横浜市）
門司植物防疫所（福岡県北九州市）

那覇植物防疫事務所
（沖縄県那覇市）7

動物医薬品検査所（東京都国分寺市）

北海道漁業調整事務所（北海道札幌市）

仙台漁業調整事務所（宮城県仙台市）

境港漁業調整事務所（鳥取県境港市）

瀬戸内海漁業調整事務所（兵庫県神戸市）

九州漁業調整事務所（福岡県福岡市）

新潟漁業調整事務所（新潟県新潟市）



九州農政局の組織 R５.８.１ 現在

福岡県拠点

熊本県拠点

佐賀県拠点

⾧崎県拠点 大分県拠点

宮崎県拠点
鹿児島県拠点

鹿屋駐在所

北部九州土地改良調査管理事務所

南部九州土地改良調査管理事務所

土地改良技術事務所

沖永良部農業水利事業所

筑後川下流右岸農地防災事業所

玉名横島海岸保全事業所

西国東海岸保全事業所

九州農政局

八代平野農業水利事業所

宮崎中部農業水利事業所

九州農政局は本局に約530人と各県拠点や事業所に約750人とで構成され総定員数は約1280人です。
（ほかに再任用職員:290人 非常勤職員:190人）

喜界島農業水利事業所

八代海岸保全事業所

駅館川農地整備事業所

8

一ツ瀬川農業水利農業水利事業所

宇城農地整備事業所



本 省
大臣官房

新事業・食品産業部

統計部

検査・監察部

消費・安全局

輸出・国際局

農産局

畜産局

経営局

農村振興局

農林水産技術会議事務局

林野庁

水産庁

地方出先機関等

地方農政局

森林管理局

漁業調整事務所

植物防疫所

動物検疫所

動物医薬品検査所

農林水産省の組織②
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・水産物の安定供給、水産物加工・流通、水産資源の回復・管理、漁港・漁場整備

本 省

消費・安全局

輸出・国際局

農産局

畜産局

経営局

農林水産技術会議事務局

林野庁

水産庁

大臣官房

新事業・食品産業部

統計部

検査・監察部

・基本的な政策・計画の企画立案、予算、法令、国会、広報、食料安全保障、環境政策

・食品流通、食品製造、６次産業化

・統計調査

・食の安全確保、植物防疫、動物検疫、食育、リスクコミュニケーション、食品表示

・輸出促進、国際交渉、国際協力、知的財産保護

・農産物の生産振興、経営安定対策、農業技術、環境保全型農業

・新規就農、農地政策、金融、税制、農業共済

・土地改良事業、農地・水保全、農村活性化、鳥獣被害対策

・農林水産関係試験研究の計画策定、公的研究機関・大学・民間等の試験研究支援

・森林の整備、林業・木材産業の振興、国有林の管理・経営

・公的団体や卸売市場等の検査

農村振興局

・畜産物の生産振興、経営安定対策、畜産技術、競馬

10

農林水産省の組織（東京霞が関）



九州農政局の組織（熊本市） R５.８.1 現在

九州農政局

総務部

消費・安全部

生産部

経営・事業支援部

農村振興部

地方参事官

統計部

企画調整室 福岡県拠点
佐賀県拠点

⾧崎県拠点

大分県拠点

宮崎県拠点

鹿児島県拠点

鹿屋駐在所

北部九州土地改良調査管理事務所

南部九州土地改良調査管理事務所

土地改良技術事務所

八代平野農業水利事業所

沖永良部農業水利事業所

宇城農地整備事業所

駅館川農地整備事業所

筑後川下流右岸農地防災事業所

玉名横島海岸保全事業所

本局 県拠点･駐在所

宮崎中部農業水利事業所

国営事業（務）所

八代海岸保全事業所

喜界島農業水利事業所

（約530人） （約340人） （約410人）

熊本県拠点
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西国東海岸保全事業所

一ツ瀬川農業水利事業所



現場と農政を結ぶ業務

農林水産政策の推進
農林水産政策を現場レベルで着実に推進するため、

地方参事官等が県内の各地域にくまなく出向き、
① 農政を現場に伝える
② 現場の声を汲み上げる
③ 現場と共に解決する

という３つのミッションを展開。
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• 九州の食と農、コミュニティのいまを発信

 「見たい!知りたい!九州農業」の公表
九州農政局管内の食料・農業・農村に関する最近
の動向や九州農政局管内で行われている取組や施
策等を紹介し、地域農業の活性化を図っています

 「消費者の部屋」
身近な食生活に関する情報や、農林水産省の取組
などを消費者に情報発信するともに、日本型食生
活の普及や農林漁業体験活動により、食育を推進
しています

 統計データの提供
農産物の生産・流通・消費状況、生産
者の経営収支などを調査し提供してい
ます

九州農政局の取組

13



九州農政局の業務－組織（１）

部（室）等 業務内容

企画調整室 みどりの食料システム戦略の推進、各種施策に関する企画・
総合調整、広報・報道活動、農畜産物等の災害対策、農畜産
物・飲食料品等の物価対策、食料自給率の向上、食料安全保
障の強化、農政全般に関する情報発信・収集及び相談対応

総務部 職員の採用活動、人事管理、給与、福利厚生、
契約事務、物品の購入・管理、国有財産の管理

消費・安全部 食品の安全性に関する情報等の収集・提供、
食育の推進、食品表示の適正化、トレーサビリティ、
家畜伝染病の予防、農作物の病害虫のまん延防止

生産部 米・麦・豆類・野菜・果実など主要農作物及び畜産物の生
産・流通の改善等に関する指導、米の需給調整、環境保全型
農業の推進、経営所得安定対策、スマート農業、生産資材
（肥料、燃料、飼料）高騰関連
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部（室）等 業務内容

経営・事業支援部 担い手の育成・確保、新規就農の促進や女性・高齢者の活動
促進、農林水産物・食品の輸出促進、地理的表示（ＧＩ）・
知的財産の保護・活用、食文化の保護・継承、HACCPの普及
推進、再生可能エネルギーの利活用、農地政策の推進、農地
集積・集約化

農村振興部 農山漁村の活性化対策（農泊、農福連携、６次産業化、地産
地消、情報通信）、中山間地域等の振興、棚田の振興、鳥獣
害対策、土地改良区の指導・監督、農地転用許可、農業農村
整備事業の調査・計画・実施

統計部 農林漁業経営体の経営、農畜産物の生産費、農林漁業センサ
ス、農産物被害統計、耕地面積や農林水産物の生産・流通・
加工・消費等の各種統計データの作成・提供

九州農政局の業務－組織（２）
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・
政
策
情
報
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収
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・
現
場
の
問
題
点
の
把
握

政策の企画・立案（主に本省） 政策の実行（主に地方農政局）

「食」や「農」を取り巻く様々な課題をどうすれば解消できるのか?
農業の成⾧産業化のため、どのような仕掛けが必要か?

16

農林水産行政の流れ



1

2－１ 農林水産業の課題
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▼食生活の多様化が進み、国産で需要量を満たすことのできる米の消費が減少し、
飼料や原料の多くを海外に頼らざるを得ない畜産物や油脂類等の消費が増加した
結果、食料自給率が低下しました。

▼需要の変化に応じた生産の推進や、消費面においても、農業と食品産業の連携強
化等により、国産農産物の需要拡大を図ることも重要です。

食料消費構造の変化
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食料自給率の推移
▼我が国の食料自給率は、⾧期的に低下傾向で推移してきましたが、カロリーベー

スでは近年横ばい傾向で推移しています。
▼国民に対する食料の安定的な供給については、世界の食料需給等に不安定な要素

が存在していることを考慮し、国内の農業生産の増大を図ることを基本とし､これ
と輸入及び備蓄とを適切に組み合わせることにより確保することが必要です。
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▼人口減少や高齢化に伴い、国内の市場規模は減少する可能性がある一方で、
世界の農産物マーケットは拡大する可能性があります。

農政を取り巻く状況の変化

人口減少、高齢化に
伴い、国内の市場規模
は縮小の可能性

1億2,361万人 1億2,586万人
1億190万人

人口

72兆円 84兆円
（2015年）

飲食料の
マーケット規模

農産物貿易額
4,400億ドル
（約42兆円）
（1995年）

世界の農産物マーケット
は拡大の可能性1兆5,000億ドル

（約166兆円）
（2018年）

農業総産出額 11.5兆円 8.9兆円

1990年 2020年 2050年

人口 53億人 78億人 98億人
＋30％

国

内

世

界

▲20％

12.1％ 28.7％
高齢化率

（65歳以上の割合）

飲食料の
マーケット規模
（主要国）

－ 890兆円
（2015年）

1,360兆円
（2030年）
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▼日本の農業を支える基幹的農業従事者は、高齢化が進み、平均年齢は67.8歳。
▼各国の農業従事者と比較しても高齢化は顕著。

農業従事者の減少・高齢化

展 望

出典:農林水産省「農林業センサス」

基幹的農業従事者:ふだん仕事として主に自営農業に従事した者。（家事や育児が主体の主婦や学生等は含まない。）
農業就業者:基幹的農業従事者及び雇用者（常雇い）
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2015年 176万人 67.1歳
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2020年 136万人 67.8歳
60代以下:66万人

出典:
英は、 EUROSTAT(2019)   :農業に従事した世帯員
仏独蘭は、EUROSTAT(2020):農業に従事した世帯員
米は、米国農務省「2017年農業センサス」:農業に従事した世帯員
日は、農林水産省「農林業センサス」(令和２年):基幹的農業従事者

○各国の農業従事者の年齢構成○基幹的農業従事者の年齢構成
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耕地、荒廃農地面積について
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▼ 世代間のバランスのとれた農業就業構造の実現に向けて、青年層の就業者の増加
が喫緊の課題。

▼ 49歳以下の新規就農者数は、近年はおおむね２万人程度で推移。
▼ 「自ら采配を振れる」といったビジネス的魅力を感じている者が約半数を占め、

「農業が好き」「自然や動物が好き」など農的な生き方に魅力を感じている者も
多数を占める。

新規就農者の推移

○49歳以下の新規就農者の推移 ○新規参入者の就農の理由
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出典:農林水産省「新規就農者調査」
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出典：新規就農者の就農実態に関する調査結果（令和４年全国新規就農相談センター）



▼ 都市住民の農山漁村地域への移住願望の有無は「ない（「どちらかというとな
い」を含む）」とする者が約７割を占める。

▼ 農山漁村地域では農林漁業への意欲はありつつ「仕事がない」という現実も。

農山漁村地域の過疎化・定住確保

○農山漁村地域の生活で困っていること○農山漁村地域に移住する場合の仕事

24 出典:内閣府 世論調査「令和３年度 農山漁村に関する世論調査」



1

２－２ 農林水産業の政策
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（２） 不測時に備えた食料安全保障

（１）食料安全保障の確立に向けた取組

①国内の農業生産の増大
・国内外での国産農産物の消費拡大や食育の推進
・消費者ニーズに対応した麦、大豆の生産拡大や飼料用米の推進
・優良農地の確保や担い手の育成の推進 等

②輸入穀物等の安定供給の確保
・輸入相手国との良好な関係の維持・強化
・食料の安定供給に資する国際交渉
・関連情報の収集・分析、定期的な情報発信 等

③備蓄の推進
・米、小麦及び飼料穀物の適正な備蓄水準の確保 等

○ リスクを洗い出し、リスクごとの影響度合、発生頻度、対応の必要性等について定期的に検証

○不測の事態を想定した具体的な対応手順を検証

総合的な食料安全保障の確立
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GFP(日本の農林水産物・食品輸出プロジェクト)

農林水産業の輸出力強化
▼ 輸出額は令和３年実績で初めて１兆円を超え、令和４年実績でも過去最高を記録。
▼ 輸出額を2025年までに２兆円、2030年までに５兆円とすることを目指し、グローバル

産地づくりや、農林水産・食品事業者の海外展開支援などを推進しています。

27

農林水産物・食品 輸出額の推移
（単位:億円）

輸出支援プラットフォーム
輸出先国・地域において輸出事業者を包括的・専門的・継
続的に支援するため設立。在外公館、ＪＥＴＲＯ海外事務
所、ＪＦＯＯＤＯ海外駐在員が主な構成員。

・・・・立上げ済(日付は立上式開催日)
・・・・2023年度末までに立上げ



海外への日本食・食文化の普及の取組

1 日本産食材サポーター店認定制度
○民間が主体となり、日本産食材を積極的に使用する海外のレストラン・小売店を「サポーター店」として認定する制度を

推進。日本産農林水産物・食品のユーザーである飲食店等を「見える化」し海外需要を拡大することで、輸出促進を図る。
認定店舗数:8,565店（2022年9月末時点）（香港、中国、タイ、アメリカ、ベトナム、シンガポール、フランス等）

○令和４年度は、JETROがサポーター店と連携して実施する日本産食材のプロモーション支援や、サポーター店への料理人
派遣に関する支援事業を実施。

3 トップセールスによる日本食・食文化の魅力発信

4 日本食･食文化の紹介映像の制作、発信
日本産品や日本食・食文化の魅力を発信する動画コンテンツ
等を制作し、NHKワールドやTaste of Japan、maffchannel
等で発信。

国連総会
（2022年9月・NY）

ジャパンナイト
（2019年1月・ダボス）

総理、大臣等の国際会議出席や出張等の機会に合わせ、日本産食材
を活用したメニューのレセプションを実施。 和食レセプション

（2019年4月・ローマ）

日本産食材サポーター店PR動画

2 海外における日本食・食文化発信の担い手育成（外国人料理人の育成等）
日本産品や日本食・食文化の魅力を発信し、我が国の食関連事業者等が海外展開をする際に
パートナーとなり得る人材を育成。
①日本料理の調理技能認定制度
②日本食普及の親善大使を活用したセミナー及び料理講習会
③海外の外国人料理人を招へいした日本料理店研修
④外国人料理人による日本料理コンテスト 等 外国人料理人による日本料理コンテスト日本料理店での研修「日本食普及の親善大使」によるセミナー

日本食バーチャル体験コンテンツ インフルエンサー等を活用した日本食
文化・日本産品PR動画
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輸出重点品目 海外で評価される日本の強み

牛肉 和牛として世界中で認められ、人気が高く、引き続
き輸出の伸びに期待。

豚肉、鶏肉
とんかつ、焼き鳥など日本の食文化とあわせて海外
の日本ファンにアピールすることで、今後の輸出の
伸びに期待。

鶏卵 半熟たまごが浸透し、生食できる卵としての品質が
評価され、更なる輸出の伸びに期待。

牛乳・乳製品 香港や台湾で品質が高評価。アジアを中心に輸出の
可能性。

果樹(りんご、ぶどう、
もも、かんきつ、か
き・かき加工品)、野
菜(いちご)

甘くて美味しく、見た目も良い日本の果実は海外で
も人気。

野菜(かんしょ等) ※ 焼き芋がアジアで大人気。輸出が急増。

切り花 外国にはない品種に強み。輸出の伸び率が高い。

茶 健康志向の高まりと日本文化の浸透とともに欧米を
中心にせん茶、抹茶が普及。

コメ･パックご飯･米
粉及び米粉製品

冷めても美味しい等の日本産米は寿司やおにぎり等
に向き、日本食の普及とともに拡大が可能。

製材 スギやヒノキは、日本式木造建築だけでなく香りの
癒しの効果も人気で、今後の輸出の伸びに期待。

合板 合板の加工・利用技術は、日本の得意分野。日本式
木造建築とともに、今後の輸出の伸びに期待。

輸出重点品目 海外で評価される日本の強み

ぶり 脂がのっている日本独自の魚種。近年、米国等への輸出額が増
加。

たい 縁起のよい赤色は中華圏でも好まれる。活魚輸出の増加に期待。

ホタテ貝 高品質な日本産ホタテ貝は世界で高く評価。水産物では輸出額
ナンバーワン。

真珠 真珠養殖は日本発祥。日本の生産・加工技術が国際的に高評価。

錦鯉 日本文化の象徴としてアジア、欧州を中心に海外で人気。

清涼飲料水 緑茶飲料など日本の味が人気となり、伸び率が高い。

菓子 日本独自の発展を遂げ、他国にはない独創性。バラエティ豊か
な商品とコンテンツの普及とともに海外で人気。

ソース混合調
味料 カレールウなど日本食の普及とともに日本を代表する味に成⾧。

味噌・醤油 日本が誇る発酵食品。和食文化の浸透とともに欧米・アジア地
域で人気も上昇。

清酒(日本酒) 「ＳＡＫＥ」は日本食のみならず各国の料理に合う食中酒等と
して世界中で認知が拡大中。

ウイスキー 日本産品の品質が世界中でブランドとして定着。

本格焼酎・泡
盛

原料の特徴を残すユニークな蒸留酒としての評価があり、今後
の輸出拡大に期待。

※その他の野菜（たまねぎ等）についても、水田等を活用して輸出産地
の形成に積極的に取り組む。

輸出重点品目以外でも、輸出事業計画の認定を受けるなど輸出目標とその実行のための課題と対策を明確化する産地等に対しては、引き続き適切に支援

○海外で評価される日本の強みを有し、輸出拡大余地が大きく、関係者が一体となった輸出促進活動が効果的な29品目
を輸出重点品目に選定。
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＜参考＞輸出重点品目（29品目）の選定



【目標額】
52億円(2019年) → 125億円(2025年)

○輸出産地 10産地
• 漁場の大規模化、沖合養殖の推進、生け簀の整備により増産
• 育種や低魚粉飼料の開発により生産コストを低減
○販路開拓

• 水産物・水産加工品輸出拡大協議会と有限責任事業組合日本ブリ類
養殖イニシアティブとが共同でプロモーション等を行うことを検討

牛肉

コメ・コメ加工品

果樹（りんご）

ぶり

【目標額】
297億円(2019年) → 1,600億円(2025年)

国名 2019年 2025年 ニーズ・規制対応への課題・方策
香港 51億円 330億円 消費者向けﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの強化。ｽﾗｲｽ肉、加工品等の

新たな品目の輸出促進。台湾 37億円 239億円
米国 31億円 185億円 認知度向上のためのﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ。様々な部位も含め

た輸出促進。EU 21億円 104億円

○国別輸出額目標とニーズ対応への課題・方策

○輸出産地 18産地
• 生産から輸出まで一貫して輸出に取り組むコンソーシアムを産地で構築
• 食肉処理施設等による輸出先国が要求する条件への対応
• 繁殖雌牛の増頭奨励金交付、牛舎等の施設整備等による生産基盤の強化
○販路開拓

• コンソーシアムによる産地と一体となった商談
• オールジャパンでの和牛の認知度向上に向け、日本畜産物輸出促進協議会や

JFOODOによるプロモーションを実施

【目標額】
145億円(2019年) → 177億円(2025年)

国名 2019年 2025年 ニーズ・規制対応への課題・方策

台湾 99億円 120億円 大玉で赤色の贈答用に加え、値頃感のある中小玉
果の生産・供給体制を強化

香港 37億円 45億円 香港で好まれる黄色品種の生産・供給体制を強化

タイ 4.5億円 5.5億円 富裕層のほか、買い求めやすい価格帯の生産・供
給体制を強化

○国別輸出額目標とニーズ対応への課題・方策

○輸出産地 ８産地
• 既存園地の活用や水田への新植、省力樹形の導入等による生産力の強化
• 産地と輸出事業者等が連携したコンソーシアムの形成
○販路開拓

• 日本青果物輸出促進協議会の機能強化に向けた検討
• 輸送実証、プロモーション活動などを支援

○国別輸出額目標とニーズ対応への課題・方策

○輸出産地 30産地
• 千トン超の輸出用米の生産に取り組む産地を育成
• 大ロットで輸出用米を生産・供給
• 生産・流通コスト低減、輸出用米の生産拡大を推進
○販路開拓

• （一社）全日本コメ・コメ関連食品輸出促進協議会による新興市場での
プロモーション等を実施

【目標額】
229億円(2019年) → 542億円(2025年)

○国別輸出額目標とニーズ対応への課題・方策

○輸出重点品目毎に、輸出に向けたターゲット国・地域を特定し、ターゲット国・地域毎の輸出目標を設定。
目標達成に向けた課題と対応を明確化。
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＜参考＞重点品目に係るターゲット国・地域、輸出目標等の明確化

国名 2019年 2025年 ニーズ・規制対応への課題・方策
香港 15億円 36億円 中食・外食を中心にした需要開拓

米国 7億円 30億円 外食、EC等の需要開拓。
パックご飯・米粉の更なる市場開拓。

中国 4億円 19億円 EC、贈答用需要の開拓。指定精米工場等の活用・追加。

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 8億円 16億円 中食・外食を中心にした需要開拓

国名 2019年 2025年 ニーズ・規制対応への課題・方策

米国 159億円 320億円 小売店の調達基準を満たす生産の拡大と安定供給。
現地の食嗜好に合わせた商品を開発・製造。

中国 13億円 60億円 活魚の需要があるアジア向けに、活魚運搬船を活
用した物流・商流を構築香港 11億円 40億円



2022年度の農林水産物・食品 輸出額 国・地域別
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2020年度の農林水産物・食品 輸出額 地域別
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スマート農業の推進による成⾧産業化

33

高品質果実の安定生産には、
土壌水分に応じたかん水等が
必要であり、家庭選果に時間
がかかる

労働時間…209時間/10a
収 量…2.4ｔ/10a
単 価…415円/kg

労働時間…46時間/10a
収 量…2.7ｔ/10a
単 価…57円/kg

労働時間…1,095時間/10a
収 量…16.6ｔ/10a
単 価…506円/kg

規模が拡大し、数百のほ場がある
ため、収穫適期の見極めや人員配
置など、作業管理に時間がかかる

植物が光合成能力を最大限発揮
するために適切な温度、湿度、
CO2濃度を維持することが難し
い

施設野菜（ピーマン） 果樹（温州みかん）

▼ スマート農業とは、「ロボット、AI、IoTなど先端技術を活用する農業」のことです。
▼ 「生産現場の課題を先端技術で解決する!農業分野におけるSociety5.0※の実現」。

※Society5.0:政府が提唱する、テクノロジーが進化した未来社会の姿

露地野菜（キャベツ）

全国205地区でスマート農業実証プロジェクトを実施

環境制御により、収量
が増加

細霧（ミスト）発生装置
極細霧により昇温を
抑制
統合環境制御装置

温度、湿度、CO 濃度
等を一括制御
労働時間…1,172時間/10a
収 量…20.2ｔ/10a
単 価…497円/㎏

収量２割 増加

ドローンによるセンシ
ング

収穫時の収量予測

AIを活用した作業管理

空いた時間で直接取引先を
新規に開拓し単価が上昇

労働時間…37時間/10a
収 量…3.2ｔ/10a
単 価…82円/kg

労働時間２割
単 価４割 増加増加

減少
労働時間:168時間/10a
収 量:2.6ｔ/10a
単 価:415円/㎏ロボット搭載型プレ選

果システム等により労
働時間を削減

ロボット搭載型プレ
選果システム
AIで果皮障がい等を
検出し、自動選果

クラウド型かん水コント
ローラー
土壌水分データ等を基に
かん水を遠隔制御

労働時間２割 減少

スマート農機の導入コストが高額。

手間のかかる収穫等の機械化が不十分。スマート農機の操作に不慣れ。 通信環境の未整備地域も存在。

生育・市場のデータ等を品質・収益向上に結びつけられていない。

労働時間面 その他

課
題

「みどりの食料システム戦略」の実現を図る上でも、スマート農業の導入がカギ。
課題を克服しつつデジタル技術を活用したスマート農業の集中展開により、若者にも魅力ある農業を実現

コスト面 単価面



みどりの食料システム戦略
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みどりの食料システム戦略②
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農山漁村発イノベーションによる雇用・所得の創出
▼ 地域の活性化のため、農林漁業者や地元の企業なども含めた多様な主体の参画に

よって新事業や付加価値を創出していく「農山漁村発イノベーション」の取組を
支援しています。

36

農山漁村地域における
雇用・所得創出

バイオマス

文化・歴史

農地

農業遺産
かんがい施設遺産

自然

景観

歴史的建物

野生鳥獣多様な農山漁村の
地域資源

情報通信観光・旅行

福祉

教育

芸術

スポーツ

健康医療

エネルギー

アウトドア

イベント

多様な事業分野

農村マルチワーカー

農的関係人口

地元企業
ベンチャー企業

研究機関

農村ＲＭＯ

多様な事業主体

これまでの
６次産業化

多様な × ×

で新事業を創出

資源 分野 主体

古民家・空家
廃校

農林水産物

農林漁業者

加工販売

森林

農山漁村発ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
○ 農山漁村のあらゆる地域資源を

フル活用した取組を支援
○ 他産業起点の取組など他分野との

連携を一層促進

「農産物、景観」×「加工販売、観光･旅行」
×「農林漁業者、地元企業」

「森林」×「スポーツ」×「ベンチャー企業」

「農産物」×「加工販売、観光旅行、教育」
×「農林漁業者、地元企業」

例えば…



農林水産業・食関連産業のデジタルトランスフォーメーション

37

▼ 農業政策や行政内部の事務についてもデジタルトランスフォーメーション（DX)
を進めることが不可欠です。

▼ 「農業×デジタル」で食と農の未来を切り拓く農業ＤＸ構想を策定。

代理申請等の支援

農林漁業者等

審査・承認

農林水産省

県・市町村 等

関係機関

相談

審査・承認
D B

共通申請サービス
（eMAFF）

申請・通知

農林水産省共通申請サービス（eMAFF） 自宅のＰＣ、
スマホから
申請可能

紙の管理が
不要

・一般社団法人 日本データマネジメント・コンソーシアム 主催
「データマネジメント大賞」受賞（2022年３月）

・日経コンピュータ 主催
「IT Japan Award 2022 特別賞」受賞（2022年６月）

農林水産省共通申請サービス（eMAFF）

eMAFFをはじめとする既存の業務の見直しに関する取組が高く評価



農作物被害額の推移
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鳥獣被害対策、ジビエの利活用

39



農山漁村滞在型旅行「農泊」の推進について

40



農福連携の取組方針と目指す方針
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農業農村整備事業の概要

事業内容（規模により国営、県営、市町村・土地改良区営） 課題

１ 農地整備事業

○ 農地の大区画化・汎用化、畑地かんがい施設の整備 ○狭小・不整形の農地は作業効
率が悪く、担い手農家も敬遠

⇒ 農地の大区画化や汎用化・
畑地化等を推進

２ 農業水利事業

○ 農業水利施設（ダム、堰、水路、機場等）の整備 ○ 基幹的水利施設※の３割が耐
用年数を超過

⇒ 点検・補修等による戦略的
な保全管理の推進

３ 農地防災事業

○ 農地の湛水防止、ため池の改修、地すべり対策等 ○ 集中豪雨の多発化

○ 全国に約16万箇所あるため
池の約７割が江戸時代以前に
築造されており、豪雨や地震
に対して脆弱

⇒ ため池等の防災・減災対策
を推進

４ 農村整備事業

○ 農業集落排水施設、農道、情報通信環境等の整備 ○ 農村インフラは老朽化が進行、
自然災害に脆弱

○ 再編・強靭化や管理の省力化が
必要

⇒ 「デジタル田園都市国家構
想」も踏まえつつ、集落排水
施設、農道、情報通信環境等
の整備を推進

※受益面積100ha以上の農業水利施設

土地改良事業の概要

○良好な営農条件を備えた農地や農業水利施設は、我が国の農業生産を支える重要なインフラ。
○このため、農林水産省では土地改良事業により、農地・農業水利施設の整備を実施。
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○ 農業用水の安定供給と排水の改良を図るため、ダム・堰（頭首工）・用排水路･用排水機場を整備。
○ これら施設の造成及び造成後の管理は、国と地方が役割分担して実施。

田・畑

(支線施設)

支線用水路

支線用水路

頭首工（国）

幹線用水路（国）

(基幹的施設)

幹線用水路

幹線排水路 支線排水路

田・畑

末端排水路

末端用水路

末端用水路

ダム（国）

(末端施設)

支線用水路（県）

末端排水路（県）

末端用水路（県）

排水機場（国）

【
水
路
の
補
修
】

土地改良区による維持管理

【
ポ
ン
プ
の
補
修
】

【
用
水
操
作
】

全
施
設
が

完
成
後

かんがい排水事業①
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○ 農地･農業用施設等に対する災害を未然に防止し、農業生産の維持及び農業経営の安定を図ると
ともに、国土保全、地域住民のいのちや暮らしの安全の確保に貢献。

排水施設の整備 ため池の改修
流域開発等によって、雨水の
流出状況に変化が生じ、湛水被
害が頻発している地域において、
排水施設を整備することにより、
農用地の被害を防止するととも
に、宅地等の浸水も防止。

排水機場の整備

台風による農地の湛水状況

排水路の整備

老朽化したため池を整備するこ
とにより、決壊や崩壊を防ぎ、下
流の農用地を守るとともに、宅地
や公共用施設の被害も防止。

台風の影響で決壊したため池

整備されたため池

整備前のイメージ

地すべり対策工事の完了地すべり防止対策工法イメージ図

地すべりの防止

集水井工

アンカー工

水抜ボーリング工

承水路工

排水路工

杭打工

排水トンネル工

地すべりの発生

●近年、集中豪雨が増加し湛水被害が増大してきている中で、農地や
周辺住宅地の排水対策を推進

（参考）1時間降水量50mm以上の降雨の年間発生回数

明瞭な変化傾向あり
（10年で年間観測回数が2８．９回
増加する傾向）

農地防災事業②
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○ 農地中間管理機構との連携を図りつつ、担い手への農地の集積･集約化の加速化や、生産コストの削
減に資する農地の大区画化等を推進。
○ 農家の収益化向上のため、米中心の営農体系から野菜等の高収益作物を取り入れた営農体系へ
の転換等に資する水田の汎用化･畑地化や畑地かんがい施設の整備等を推進。

水田整備のイメージ

大区画化された水田 汎用化水田における大豆の
ブロックローテーション

スプリンクラーによる散水

畑地帯に整備された農道多孔管方式による散水

事業実施前 事業実施後

畑地整備のイメージ

農地再編整備事業③
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1

３．キャリアパス・職場環境



（１）
行政系

九州農政局採用後のキャリアパス 【一般職・事務系】

本局

県拠点、本省
国営事業所
（庶務課）

▼ 採用後は、概ね２～３年毎に１度は異動することとなります。
（１）行政系_様々なポストを経験しながら、自分にあった分野のスペシャリストになってもらいます。
（２）農村振興行政系_用地・補償業務のスペシャリストになってもらいます。

▼ キャリアプランの中で、農林水産本省での業務も経験可能です。

（熊本市）

国営事業所
本局
本省

国営事業所
(用地課)

（２）
農村振興行政系

係 ⾧

課⾧ 補 佐・専門官

主に地方農政局の
管理職

47 （九州管内）



行政系 農村振興行政系

●業務内容●
・みどりの食料システム戦略の推進
・各種施策に関する企画
・消費者行政、食育の推進
・内部管理（人事、会計等）
・担い手確保対策、
・農林水産物食品の輸出促進
・食料安全保障の強化
・バイオマス・再生可能

エネルギー利活用促進等の事務
・農地政策の推進、新規就農対策、

経営所得安定対策の事務

●主な勤務先●
・九州農政局本局
・同局管内の各県拠点、国営事業所
・本省（東京霞ヶ関）

●業務内容●
・国営土地改良事業等に係る用地

補償及び施設の管理等の事務

●主な勤務先●
・九州農政局管内の国営事業所
・九州農政局本局
・本省（東京霞ヶ関）48

（１） （２）



職員の働き方（働き方改革）

○ 職員一人当たりの超過勤務時間
（一月あたり）

本省
（常勤職員） 25.0時間

地方機関
（常勤職員） 6.5時間

合 計 11.1時間

※令和３年における職員一人当たりの平均超過勤務時間数。
49

○ 超過勤務時間は減少傾向

（時間/月）

○ 休暇取得
一人当たりの年次休暇取得日数は、全省庁で４番目

出典:内閣府男女共同参画局 女性活躍推進法「見える化」サイト

○ 多様な働き方～テレワーク等～
・テレワーク、フレックスタイム制度、早出遅出出勤

など、ライフスタイルに合わせた勤務時間の選択が
可能。

・令和２年度実績では、テレワークの実施回数が多い
府省（本省）で農林水産省は全省庁で３番目（国家
公務員テレワーク取組状況等調査より）。

26.4 
24.1

0.0

10.0

20.0

30.0

H28～H30 R1～R3
（日/人）

14.2

14.4

14.6

15.2

15.6

10 11 12 13 14 15 16

5 公正取引委員会

4 農林水産省

3 厚生労働省

2 人事院

1 警察庁

年次休暇取得日数（国家公務員（行政））

出典:農林水産省HP

出典:農林水産省HPを基に作成

働き方改革
キャラクター



職員の働き方（女性登用・両立支援）

○ 女性国家公務員の採用状況 ○ 育児休業取得率
農林水産省における直近の女性公務員の採用割合
は、40％を超えています。

総数
(人)

50

155 201 212 238 226

229
244 287

330 321

0

100

200

300

400

500

600

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

40.4
%

45.2
%

42.5
%

41.9
%

女性の割合

41,3%
9.9

15.1

27.3

49.0

66.4

5.0

15.0

25.0

35.0

45.0

55.0

65.0

75.0

H29 H30 R1 R2 R3 R7

女性職員の育児休業取得率は100%。
男性職員の取得割合も増加。

目標値30%（R7末）

27.5 28.4 28.4
30.2

32.5

20

25

30

35

40

H30 R1 R2 R3 R4 R7

本省係⾧相当職における女性割合

目標値35%程度（R7末）
うち新規昇任
35%以上（毎年度）

（％）

○ 女性職員の割合
各役職で女性職員の割合増加。
（課室⾧5.9％、課⾧補佐９.４％、係⾧32.5％）

出典:女性国家公務員の登用状況のフォローアップ

出典:農林水産省HPを基に作成

男性職員育児休業取得率（％）

出典:国家公務員の育児休業等の取得状況のフォローアップ

○ 農林水産省１号館保育室
平成29年6 月1日に農林水産省に保育所が開所。
木育をコンセプトに、建
物の内部や玩具に木材を
利用し、ぬくもりのある
環境で五感と創造力を育
みます。
農林水産省に勤めている
方のお子さまに優先して
入園して頂けます。

その他にも職員掲示板やメルマガでの情報提供 等々



職員の働き方（現場体験・能力向上）

県拠点研修

本局に在籍する採用２年目の職員のうち、本研修
の受講が必要と認められる職員を九州農政局管内
に所在する各県拠点へ５日間派遣し、現場を体験
することで農林水産省職員に必要な現場感覚を養
う研修です。

農村現地研修

本局及び熊本県拠点に在籍する採用３年
目以降の職員等を熊本県内の農家のもと
に、２週間程度派遣し、農家の実情を経
験する研修です。
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1

４．採用案内
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９/1（金）
～

９/29（金）
12:00〆

10/17（火）
10/20（金）

～
10/27（金）

11/2（木）
（予定）

書類選考

受
付
期
間

第
１
次
選
考
合
格
発
表

※

合
格
者
に
の
み
メ
ー
ル
で
通
知
し
ま
す
。

第
２
次
選
考
（
面
接
）

最
終
合
格
発
表

53

採用スケジュール（2023年度選考採用（一般職係⾧級（事務系））

※

合
格
者
に
の
み
メ
ー
ル
で
通
知
し
ま
す
。

◆
原
則
、
対
面
（
熊
本
市
）
で
実
施
し
ま
す
。

①履歴書及び職務経歴書
②小論文

を添付の上、メールにて
ご応募ください。

※郵送等の応募は受け付けません。

応募方法



令和４年度に選考採用（一般職係⾧級（事務系））で採用された
先輩職員に話を聞きました。

転職理由や、九州農政局に決めた理由
を教えてください。

 前職がコロナの影響を受けた際、充実した転
職支援制度があり、良い機会かと思ったため。

 前職で担当していた顧客の農家さんが毎年豪
雨の被害を受けているのを見て、支援をした
いと思ったため。

 何か違うことにチャレンジしてみようと一念
発起したため。

入省してよかった点はありますか。

 農業に関する知識不足や民間企業とは異なる点
が多く、最初は戸惑うこともあったが、周りに
やさしくフォローしてもらったこと。

 ワークライフバランスが推奨されている職場で
あり、家庭の都合による休暇が取得しやすいこ
と。

 地域に根付いた業務から、宮崎県で行われたG7
のような国際的な業務まで、農林水産省ならで
はの仕事ができること。

現在行っている業務を教えてください。

 輸出促進に関する業務
 再生可能エネルギーに関する業務
 広報業務
 みどりの食料システム戦略推進交付金

に関する業務
 統計調査業務
 新規就農に関する業務
 災害対策本部運営など災害・防災に関

する業務
 農泊に関する業務

やりがいを感じるときを教えてください。

 民間企業とは違い、結果が見えにくい仕事だが、
その分物事を達成したときには大きな達成感を
得ることができたとき。

 地域の方々に少しでも喜んでもらえたとき。
 自らがまとめた情報等で災害時に支援策の検討

や、激甚災害の指定につながっていることを感
じたとき。

 担当した統計調査が新聞等で無事に結果が公表
されたとき。

先輩職員インタビュー
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最後に、応募を検討している方へメッセージをお願いします。

転職は人生の大きな選択ですが、農林水産
省に入省してよかったと思うことばかりです、
人生で一番若い“今”、新しい扉を開いてみま
せんか。
４月にお会いできるのを楽しみにしています。

農林水産省に転職したからこそ出会た方々
がいて、広がった世界があります。未知の分
野に足を踏み入れたからこそ、得たものは非
常に大きく、あとは自分次第で更に道を切り
開いていけるのではないかと思っています。
まだまだ今後も期待でいっぱいです。

未経験でも、周りの方のサポートがあり、
日々学びながら仕事ができます。

日本の農業振興のため一緒に働きましょう。

Mさん
前職:金融機関

Yさん
前職:製薬会社

Tさん
前職:旅行業

Kさん
前職:農業団体

Kさん
前職:金融機関

前職と比べて圧倒的に休みが取りやすく、
充実したプライベートが過ごせると思います。
また、普段何気なく接している農林産物に多
少詳しくなった気がします。

Sさん
前職:金融機関

様々な業務を通じて自分を成⾧させること
ができる職場だと思います。ぜひ、一緒に働
きましょう。

農業の知識が無くても、同僚が優しく教え
てくれますし、研修等もあります。今までの
経験を活かして、私たちと一緒に働きましょ
う!

Mさん
前職:会社員 Hさん

前職:会社員

農業に関心があり、公私ともに充実した生
活を送りたいという方にはおススメの職場で
す。

また、先輩や同僚のフォローが手厚く、研
修等も充実していて、中途採用者も働きやす
い職場だと思います。ぜひ、一緒に働きま
しょう!

Iさん
前職:

再生エネルギー業界

農林水産省と言っても全てが農家や畜産家
との仕事ではなく、色々な部署があります。
私自身も農業や畜水産業とは関係ない業界か
ら来ましたが充実した生活を送れています。
あなたの経験を活かせる場所はきっとあるの
で、どこに行こうか迷っている人は、是非農
林水産省を受験してもらいたいと思います。
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